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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第38期 

第１四半期 
累計期間 

第39期 
第１四半期 
累計期間 

第38期 

会計期間 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成26年 
 ６月30日 

自平成27年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

自平成26年 
 ４月１日 
至平成27年 
 ３月31日 

売上高 （千円） 4,793,349 5,100,733 20,800,571 

経常利益 （千円） 49,258 50,736 313,577 

四半期（当期）純利益 （千円） 22,617 22,493 76,104 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 907,239 908,403 908,403 

発行済株式総数 （株） 4,380,245 4,382,345 4,382,345 

純資産額 （千円） 4,362,640 4,383,445 4,396,330 

総資産額 （千円） 10,320,522 10,107,183 10,569,522 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 5.16 5.13 17.38 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） 5.10 5.05 17.13 

１株当たり配当額 （円） － － 15.00 

自己資本比率 （％） 42.2 43.4 41.5 

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社は重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略

しております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期累計期間において、当社および当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

   文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

 

（1)業績の状況

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、欧州の債務問題や中国の景気後退への懸念など、諸外国で先行き

不透明感が強まりましたが、企業業績が総じて好調であったことから、堅調に推移いたしました。

 一般の消費生活においては、各種雇用指標の改善が進みながらも、消費税率引き上げや円安進行に伴う物価上昇

により低下した消費マインドは、いまだ回復し切っておりません。他方で、消費の軸足は価格から価値へと移りつ

つあり、食品業各社は相次いで価値訴求型の新商品を発売しております。

 このような状況の下、当社は、外食事業においては新たな価値を提供すべく、既存業態の改良に取り組むととも

に、新業態の開発を進める機能も強化いたしました。また食料品販売事業においては、昨年秋のリニューアルによ

り競争力が向上した主力商品など内製品の拡販に努めました。

 以上の結果、当第１四半期累計期間の当社の業績は、売上高が51億00百万円（前年同四半期比6.4％増）、営業

利益が49百万円（同0.2％増）、経常利益が50百万円（同3.0％増）、四半期純利益は22百万円（同0.6％減）とな

りました。

 

 なお、セグメント別の業績は、以下のとおりであります。

 

①外食事業

外食事業におきましては、既存業態で繁華街や商業施設に出店するとともに、価値を前面に押し出し、インパ

クトを高めた新メニューを発売しました。また、肉バルや天ぷらといった新業態出店により、新たな魅力の創出

に取り組みました。

 

なお、当第１四半期累計期間におきましては、加盟店６店舗（うち海外３店舗）、直営店６店舗の計12店舗を

出店した一方、加盟店５店舗（うち海外２店舗）を閉店した結果、当第１四半期末店舗数は、加盟店402店舗

（うち海外25店舗）、直営店44店舗の計446店舗（うち海外25店舗）となっております。

以上の結果、外食事業における当第１四半期累計期間の売上高は、27億74百万円（前年同四半期比5.2％増）

となりました。

 

 なお、外食事業の店舗数の内訳は以下のとおりであります。

業態名

前事業年度末

（平成27年３月31日）

当事業年度末

（平成27年６月30日）

直営店 加盟店 計 直営店 加盟店 計

 大阪王将 23 341 364 25 342 367

 ラーメン 12 31 43 13 30 43

  よってこや 3 17 20 3 16 19

  太陽のトマト麺 7 14 21 8 14 22

  その他ラーメン 2 0 2 2 0 2

 その他業態 3 5 8 6 5 11

  コートロザリアン 1 3 4 1 3 4

  シノワーズ厨花 1 1 2 1 1 2

  その他自社業態 1 1 2 4 1 5

 海外 0 24 24 0 25 25

合  計 38 401 439 44 402 446
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②食料品販売事業

食料品販売事業におきましては、モンドセレクション金賞の受賞やバリエーション増により競争力が向上した

冷凍餃子や水餃子など内製品の販路拡大、ならびに既存得意先への販売量増に取り組みました。

以上の結果、食料品販売事業における当第１四半期累計期間の売上高は、23億25百万円（前年同四半期比

7.9％増）となりました。

 

（2)財政状態の分析 

（資産の部）

 当第１四半期会計期間末の総資産の残高は、前事業年度末より４億62百万円（前事業年度比4.4％）減少し、

101億７百万円となりました。

流動資産は、前事業年度末より７億61百万円（前事業年度比14.6％）減少し、44億46百万円となりました。主

な要因は、現金及び預金、売掛金の減少によるものであります。

固定資産は、前事業年度末より２億99百万円（前事業年度比5.6％）増加し、56億60百万円となりました。主

な要因は、直営店新規出店および関東工場の排水処理施設増設に伴う有形固定資産の取得によるものでありま

す。

 

（負債の部）

当第１四半期会計期間末の負債の残高は、前事業年度末より４億49百万円（前事業年度比7.3％）減少し、57

億23百万円となりました。

流動負債は、前事業年度末より４億54百万円（前事業年度比9.0％）減少し、46億12百万円となりました。主

な要因は、買掛金、短期借入金、１年内返済予定長期借入金の減少によるものであります。

固定負債は、前事業年度末より４百万円（前事業年度比0.4％）増加し、11億10百万円となりました。主な要

因は、役員退職慰労引当金の増加によるものであります。

 

（純資産の部）

当第１四半期会計期間末の純資産の残高は、前事業年度末より12百万円（前事業年度比0.3％）減少し、43億

83百万円となりました。主な要因は、四半期純利益の計上および配当による剰余金の処分によるものでありま

す。

この結果、自己資本比率は43.4％（前事業年度末41.5％）となりました。

 

 

 （3)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

（4)研究開発活動

特記すべき事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（1）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 7,200,000

計 7,200,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成27年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 4,382,345 4,427,345
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 4,382,345 4,427,345 － －

（注）１．平成27年８月７日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が45,000株増加しております。

２．「提出日現在発行数」欄には、平成27年８月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権行使により

発行された株式数は含まれておりません。

 

 

（2）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（3）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（4）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（5）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額
（千円）

資本準備金残
高（千円）

 平成27年４月１日～

平成27年６月30日
－ 4,382,345 － 908,403 － 840,839

（注） 平成27年８月７日を払込期日とする第三者割当による増資により、発行済株式総数が45,000株、資本金および

資本準備金がそれぞれ47,295千円増加しております。

 

（6）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（7）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

 

①【発行済株式】

平成27年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式    300 － －

完全議決権株式（その他）  普通株式 4,380,900 43,809 －

単元未満株式  普通株式   1,145 － －

発行済株式総数  普通株式 4,382,345 － －

総株主の議決権 － 43,809 －

 

②【自己株式等】

平成27年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

イートアンド

株式会社

大阪市中央区

南久宝寺町

二丁目１番５号

300 － 300 0.01

計 － 300 － 300 0.01

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平成27

年６月30日まで）および第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表

について、東陽監査法人による四半期レビューを受けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則（平成19年内閣府令第64号）第５条第２項により、当

社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金およびキャッシュ・フローその他の項目から見て、当企業集団の

財政状態、経営成績およびキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性が乏しいものと

して、四半期連結財務諸表は作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】

（1）【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 689,020 545,047 

売掛金 3,559,917 2,985,910 

商品及び製品 421,371 467,090 

原材料及び貯蔵品 185,144 164,162 

前払費用 197,367 171,444 

繰延税金資産 44,524 44,524 

その他 110,847 68,329 

流動資産合計 5,208,193 4,446,508 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 2,111,640 2,332,977 

土地 1,089,772 1,089,772 

その他（純額） 863,786 873,114 

有形固定資産合計 4,065,200 4,295,865 

無形固定資産 158,549 202,616 

投資その他の資産    

投資有価証券 57,718 60,921 

差入保証金 549,238 568,931 

繰延税金資産 84,433 83,449 

その他 463,722 466,424 

貸倒引当金 △17,534 △17,534 

投資その他の資産合計 1,137,578 1,162,192 

固定資産合計 5,361,329 5,660,674 

資産合計 10,569,522 10,107,183 

負債の部    

流動負債    

買掛金 1,934,181 1,828,680 

短期借入金 890,000 695,000 

1年内返済予定の長期借入金 86,873 36,920 

未払金 1,074,060 1,107,745 

未払費用 248,520 266,937 

未払法人税等 60,300 34,786 

賞与引当金 95,181 69,711 

役員賞与引当金 950 4,965 

売上割戻引当金 433,753 416,846 

その他 243,213 151,175 

流動負債合計 5,067,033 4,612,769 

 

- 7 -



 

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成27年３月31日) 
当第１四半期会計期間 
(平成27年６月30日) 

固定負債    

退職給付引当金 90,637 88,001 

役員退職慰労引当金 322,020 327,310 

その他 693,500 695,657 

固定負債合計 1,106,158 1,110,968 

負債合計 6,173,191 5,723,737 

純資産の部    

株主資本    

資本金 908,403 908,403 

資本剰余金 840,839 840,839 

利益剰余金 2,629,132 2,618,760 

自己株式 △386 △386 

株主資本合計 4,377,988 4,367,616 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 11,896 13,967 

評価・換算差額等合計 11,896 13,967 

新株予約権 6,444 1,862 

純資産合計 4,396,330 4,383,445 

負債純資産合計 10,569,522 10,107,183 
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（2）【四半期損益計算書】

【第１四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期累計期間 
(自 平成26年４月１日 

 至 平成26年６月30日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年６月30日) 

売上高 4,793,349 5,100,733 

売上原価 3,029,880 3,243,717 

売上総利益 1,763,469 1,857,016 

販売費及び一般管理費 1,713,961 1,807,429 

営業利益 49,508 49,586 

営業外収益    

受取利息 267 179 

受取配当金 36 38 

為替差益 － 584 

受取手数料 1,363 1,696 

その他 899 283 

営業外収益合計 2,566 2,782 

営業外費用    

支払利息 2,523 1,508 

その他 292 124 

営業外費用合計 2,815 1,632 

経常利益 49,258 50,736 

特別利益    

新株予約権戻入益 － 4,582 

特別利益合計 － 4,582 

特別損失    

店舗閉鎖損失 － 486 

減損損失 － 4,270 

特別損失合計 － 4,756 

税引前四半期純利益 49,258 50,563 

法人税等 26,640 28,070 

四半期純利益 22,617 22,493 
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【注記事項】

（四半期特有の会計処理）

（税金費用の計算方法）

 税金費用については、当事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

 

（四半期貸借対照表関係）

偶発債務

厚生年金基金の特例解散

当社が加入する「大阪料飲サービス業厚生年金基金」（総合型）は平成26年６月３日開催の代議員会で特例

解散の方針を決議しております。当方針決議により、同基金解散に伴う費用の発生が見込まれますが、現時点

においては不確定要素が多いため合理的に金額を算定することは困難であります。

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計期

間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自  平成26年４月１日
至  平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自  平成27年４月１日
至  平成27年６月30日）

減価償却費 109,729千円 133,043千円
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（株主資本等関係）

前第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 

決議

 

 

株式

の種類

 

 

配当金

の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

 

基準日

 

 

効力発生日

 

 

配当

の原資

 

平成26年６月25日

定時株主総会

普通

株式
54,749 12.5 平成26年３月31日 平成26年６月26日

利益

剰余金

(2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

当第１四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 

決議

 

 

株式

の種類

 

 

配当金

の総額

（千円）

1株当たり

配当額

（円）

 

基準日

 

 

効力発生日

 

 

配当

の原資

 

平成27年６月24日

定時株主総会

普通

株式
32,865 7.5 平成27年３月31日 平成27年６月25日

利益

剰余金

(2）基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

 

２．株主資本の金額の著しい変動

 該当事項はありません。

 

（持分法損益等）

        当社が有している関連会社は重要性の乏しい関連会社であるため、注記を省略しております。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期累計期間（自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期損益 
計算書計上 
額(注)２   外食事業 

食料品 
販売事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 2,637,937 2,155,412 4,793,349 4,793,349 － 4,793,349 

セグメント間の内部売上高 

または振替高 
－ － － － － － 

計 2,637,937 2,155,412 4,793,349 4,793,349 － 4,793,349 

セグメント利益 29,036 59,575 88,611 88,611 △39,103 49,508 

（注）１．当第１四半期累計期間におけるセグメント利益の調整額△39,103千円は、各報告セグメントに配分していな

い全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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当第１四半期累計期間（自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日） 

１．報告セグメントごとの売上高及び利益または損失の金額に関する情報

          （単位：千円） 

  報告セグメント 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期損益 
計算書計上 
額(注)２   外食事業 

食料品 
販売事業 

計 

売上高            

外部顧客への売上高 2,774,795 2,325,938 5,100,733 5,100,733 － 5,100,733 

セグメント間の内部売上高 

または振替高 
－ － － － － － 

計 2,774,795 2,325,938 5,100,733 5,100,733 － 5,100,733 

セグメント利益 58,826 33,341 92,168 92,168 △42,581 49,586 

（注）１．当第１四半期累計期間におけるセグメント利益の調整額△42,581千円は、各報告セグメントに配分していな

い全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

 「外食事業」セグメントの店舗設備について、4,270千円の減損損失を計上しております。

 

（のれんの金額の重要な変動）

 該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎

は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間

（自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

(1）１株当たり四半期純利益金額 ５円16銭 ５円13銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 22,617 22,493

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 22,617 22,493

普通株式の期中平均株式数（株） 4,379,971 4,382,014

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 5円10銭 5円５銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 53,030 70,949

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

 

（重要な後発事象）

（新株式発行）

 当社は、平成27年７月22日開催の取締役会において、次のとおり第三者割当による新株式発行を決議し、平成

27年８月７日に払込みが完了いたしました。

（１）発行する株式の種類および数 普通株式 45,000株

（２）発行価額          １株につき2,102円

（３）発行価格の総額       94,590,000円

（４）資本組入額         47,295,000円

（５）募集または割当の方法    第三者割当の方法による

（６）払込期日          平成27年８月７日

（７）割当先および割当株数    麒麟麦酒株式会社  45,000株

（８）資金使途          麒麟麦酒株式会社との業態開発およびその店舗出店のための内外装および

設備費用等

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

  平成27年８月10日

イートアンド株式会社  

  取締役会 御中  

 

  東陽監査法人  

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 清水 和也 

 

 
指定社員

業務執行社員
  公認会計士 川越 宗一 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているイートアンド株

式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの第39期事業年度の第１四半期会計期間（平成27年４月１日から平

27年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成27年４月１日から平成27年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、す

なわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期財務諸表に対する経営者の責任

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結論

を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四

半期レビューを行った。

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、イートアンド株式会社の平成27年６月30日現在の財政状態及び同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められな

かった。

 

強調事項

 重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成27年７月22日開催の取締役会において、第三者割当による新株式

発行を決議し、平成27年８月７日に払込を受けている。

 当該事項は、当監査法人の意見に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

 （注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 


